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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品及び貯蔵品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
(a) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　８～15年
工具器具及び備品　 ３～６年

(b) 無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。

(3) 引当金の計上基準
(a) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

(b) 受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係
る損失見込額を計上しております。

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２. 会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度から適用し、
個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

４. 会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事業年度の
計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性が
あるものは以下のとおりです。
繰延税金資産の回収可能性
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額
　当社は、資産及び負債の計算書類上の帳簿価額と税務上の基準額との間に生じる一時差異に対して、繰延税金資産
及び繰延税金負債を計上しており、当事業年度における計上額は、繰延税金資産12,558千円です。（繰延税金負債
と相殺前の金額は15,565千円であります）
(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、将来の課税所得を合理的に見積り、回収可能性を判断したうえで繰延税金資産を計上しております。将来
の課税所得に関する予測は、過去の実績等に基づいており、経営環境の変化や税制の変更等によって、課税所得の見
積りの変更が必要になる場合には、繰延税金資産の計上額が変動する可能性があります。
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(2) 有形固定資産の減価償却累計額 58,870千円

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 290,000千円
借入実行残高 100,000千円
差引額 190,000千円

普通株式 3,991,500株

普通株式 51,000株

５. 貸借対照表に関する注記
(1) 損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品は、これに対応する受注損失引当金と相殺表示しております。受

注損失引当金に対応する仕掛品の額は672千円であります。

(3) 当座貸越契約
　当社は、運転資金の効率的な調整を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結
しております。当該契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式
の種類及び数

７. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

(a) 金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用については、短期的な預金等に限定し、また資金調達については金融機関からの借入による
方針であります。当社はデリバティブ取引を行っておりません。

(b) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　敷金は、事務所の賃貸契約における保証金であります。
　営業債務である買掛金、未払金は、１年以内の支払期日であります。
　借入金は運転資金の確保等を目的として調達したものであります。

(c) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク管理（取引先の債務不履行等に係るリスクの管理）

　営業債権については、請求担当部門が取引先の状況を常にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を
管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社の経理部門において適時に資金繰計画を作成・変更し、手許流動性を一定額以上に維持することによ
り、流動性リスクを管理しております。
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貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 686,552 686,552 －

(2) 電子記録債権 2,874 2,874 －

(3) 売掛金 356,074 356,074 －

(4) 敷金 76,968 76,131 △836

資産計 1,122,469 1,121,632 △836

(1) 買掛金 33,380 33,380 －

(2) 短期借入金 100,000 100,000 －

(3) 未払金 69,457 69,457 －

(4) 未払法人税等 53,597 53,597 －

(5) 未払消費税等 35,942 35,942 －

負債計 292,378 292,378 －

（単位：千円）
繰延税金資産

貸倒引当金 884
受注損失引当金 205
資産除去債務 4,552
未払賞与 8,953
未払事業税 4,832
その他 4,620
繰延税金資産小計 24,049
評価性引当額 △8,483
繰延税金資産合計 15,565

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 3,008
繰延税金負債合計 3,008
繰延税金資産（負債）の純額 12,558

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2021年５月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。

（単位：千円）

資産
(1) 現金及び預金、(2) 電子記録債権、(3)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

(3) 敷金
敷金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り引い
た現在価値により算定しております。

負債
(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等、(5) 未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

８. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

９. 関連当事者との取引に関する注記
　該当事項はありません。
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(1) １株当たりの純資産額 238円74銭
(2) １株当たりの当期純利益 34円64銭

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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